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第1章 公共施設マネジメント基本方針とは 

1-1 背景 

北見市は、平成 18年に旧北見市、端野町、常呂町、留辺蘂町の１市３町が合併したことで、

全国４位となる 1,428ｋ㎡の行政面積を持つ自治体となりました。 

旧市町ごとに使用していた庁舎や文化ホール等、多種多様な施設を整備してきましたが、

そのなかには、目的が重複しているもの、市民ニーズの多様化や尐子高齢化などの社会環境

の変化によって利用率が低下しているものもあります。 

また、本市が保有する施設は、昭和 55年前後に整備されたものが多く、それ以前に整備さ

れたものも含め、今後は一定期間に大規模改修や建替えが集中することが想定されます。 

今後は尐子高齢化が一層進むなか、時代の変化に対応した持続可能な行政サービスを提供

するためには、「公共施設の『量』から『質』への転換に向けた将来のあり方」を早期に検

討する必要があります。 

 

1-2 位置づけ 

本市では、中長期的な視点のもと人口減尐、尐子高齢化に伴う社会情勢の変化に対応した

公共施設のあり方を検討する「（仮称）北見市公共施設マネジメント基本計画」を策定します。

計画策定に向けて、基本的な考え方をまとめたものとして本方針を定めます。 

 

1-3 対象 

本市が保有する全ての公共施設等（公共施設（建築物）およびインフラ施設（道路、橋梁、

上下水道など））を対象とします。 

特に公共施設（建築物）については重点検討対象施設として取り上げます。 

 

1-4 計画期間 

公共施設のマネジメントにおいては長期的視点での取り組みが必要であることから、計画

期間は平成 28年度から平成 47年度までの 20年間を計画期間とします。 

ただし、時代にあった計画とするため、中間年度（策定後 10年）で計画の見直しを実施し

ます。 
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第2章 北見市の概要 

2-1 人口推移・将来予測 

本市の人口は 2000 年（平成 12 年）以降減尐傾向にあり、2006 年（平成 18 年）の合併時

には約 13万人の人口規模でしたが、国立社会保障・人口問題研究所の人口推計結果によると、

2040年（平成 52年）には約 9万人まで減尐すると見込まれています。 

年齢構成別で見ると、年尐人口の割合は 2010 年（平成 12 年）現在の 12.2％から 2040 年

には 8.1％に、老年人口割合は、現在の 25.4％から、2040 年（平成 52年）には 43.5％にな

ると見込まれており、高齢化が一層進むと予測されています。 

 

図 2-1 北見市の総人口の推移と予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（2010 年（平成 22 年）までの実績値）国勢調査人口確定値 

（2015 年（平成 27 年）からの予測値）国立社会保障・人口問題研究所推計（平成 25 年 3 月推計）結果 

 

図 2-2 北見市人口の年齢構成の推移と予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（2010 年（平成 22 年）までの実績値）国勢調査人口確定値 

（2015 年（平成 27 年）からの予測値）国立社会保障・人口問題研究所推計（平成 25 年 3 月推計）結果 

＊年齢構成は年齢不詳を除く構成比。 
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2-2 財政状況 

2-2-1 普通会計（歳入）の推移と見通し 

歳入決算額は、平成 22 年度に市庁舎建設事業に係る市債元利償還金等に充てるため、｢市

庁舎建設基金｣を「減債基金」等に積替えをしたことにより、一時的に大きくなっています。 

今後の歳入見通しでは平成 30年度まで減尐傾向が見込まれています。歳入減の要因は、現

在合併自治体として特例措置が適用されている地方交付税が平成 28 年度から段階的に減尐

していくことや、近年建設事業が相次ぐことで多い傾向があった国・道支出金が今後は減尐

していくことによるものです。 

さらに、生産年齢人口が一層減尐することを踏まえると、将来的にも歳入の増加を見込む

ことは難しいと考えられます。 

 

図 2-3 普通会計（歳入）決算額の推移と見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（平成 25 年度までの実績値）北見市「普通会計の決算状況（決算カード）」 

（平成 26 年度からの予測値）北見市「中期財政計画（平成 26 年度～30 年度）」 

 

（参考）：用語の解説 

用 語 解  説 

普通会計 

個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なり、実際の会計区分では財政
比較や統一的な把握が困難なため、地方財政統計上統一的に用いられる会計
区分であり、一般的に地方財政をいう場合、この普通会計を基本としていま
す。 
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2-2-2 普通会計（歳出）の推移と見通し 

歳出決算額は、歳入と同様、平成 22年度に市庁舎建設事業に係る基金の積替えをしたこと

により、一時的に大きくなっていますが年額 600～700億円で推移しています。内訳を見ると、

人件費や投資・出資金・貸付金は近年減尐していますが、扶助費や投資的経費は近年増えて

います。 

今後は歳入同様、歳出も減尐傾向にあるものの長期的な収支不足が予想されます。 

 

図 2-4 普通会計（歳出）決算額の推移と見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（平成 25 年度までの実績値）北見市「普通会計の決算状況（決算カード）」 

（平成 26 年度からの予測値）北見市「中期財政計画（平成 26 年度～30 年度）」 

（参考）用語の解説 

用 語 解  説 

扶助費 
社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障がい者、生活困窮者等に対し
て行う支援に要する経費のことを指します。 

公債費 
地方自治体が借り入れた地方債の元利償還金と一時借入金の利息の合計で
す。人件費、扶助費とともに義務的経費の一つとなっています。 

投資的経費 
道路、学校、公園などの公共施設の建設や用地取得などに必要となる経費の
ことです。投資的経費は、普通建設事業費や災害復旧事業費などから成りま
す。 
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普通建設事業費の目的別内訳を見ると、公共施設に係る普通建設事業費※は平成 25年度実

績では約 94億円で、平成 20年度の約 36億円と比較して大幅に増加しています。一方で、道

路橋梁や農林水産業など公共施設以外の普通建設事業費は大きな変動はありません。 

近年の公共施設に係る普通建設事業費の増加要因は、北見赤十字病院の改築支援や社会教

育施設の建設などが相次いだためです。 

 

 

 

図 2-5 普通建設事業費（目的別）決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※普通建設事業費から農林水産業費と住宅以外の土木費を除いたものを「公共施設に係る

普通建設事業費」と見なしました。 
資料：北見市決算統計 
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2-3 公共施設の現状と課題 

2-3-1 保有状況 

施設用途別の公共施設保有状況において、保有する公共施設の延べ床面積が最も大きいの

は「住宅施設」であり、約 33万 7千㎡と公共施設全体の約 4割を占めています。次に「学校

教育施設」が大きく約 21万 3千㎡（全体の 25％）となっています。 

 

図 2-6 施設用途別の公共施設保有状況（延べ床面積構成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表 2-1 施設用途別の公共施設保有状況 

分類 施設例 
建物数 

（棟） 

延べ床面積 

（㎡） 

庁舎等施設 庁舎、支所、出張所など 20 21,419.21 

防災施設 防災備蓄倉庫など 4 770.97 

図書館・資料館 図書館、資料館、遺跡の館など 34 14,991.50 

集会施設 市民会館、公民館、住民センター、福祉会館など 141 59,206.02 

体育施設・レクリ
エーション施設 

野球場、カーリングホール、トレーニングセンター、森
林公園、パークゴルフ休憩所、山の水族館など 

175 57,424.97 

公園施設 公園内の便所・休憩所など 110 1,761.76 

環境衛生施設 廃棄物処理場、リサイクルセンター、火葬場、霊園など 50 22,928.28 

産業振興施設 
市営牧場、自給肥料供給センター、穀類乾燥調整貯蔵施
設など 

29 11,700.60 

児童福祉施設 保育園、児童センター、子育て相談センターなど 45 15,040.53 

保健福祉施設 保健センター、デイサービスセンター、老人ホームなど 7 9,148.98 

住宅施設 公営住宅、教員住宅、職員住宅など 754 337,121.95 

学校教育施設 小学校、中学校、給食センターなど 247 212,596.27 

その他施設 待合所、倉庫、旧校舎、旧公営住宅など 257 95,236.50 

合計  1,873 859,347.54 

  

総建物数 

 1,873 棟 

総延べ床面積 

859,347.54 ㎡ 
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95,236.50
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2-3-2 道内他市との保有量比較 

道内自治体のうち、札幌市と町村を除く 34市について公共施設の延べ床面積と人口を整理

したものが下のグラフです。 

人口 10 万人～20 万人の 6 都市で比較すると、１人あたり公共施設面積は北見市が最も大

きくなっています。また、北見市はグラフの近似線よりも上に位置しており、道内の市全体

比較においても 1人あたり公共施設面積が大きいことが分かります。 

 

表 2-2 道内の人口 10～20万人自治体の人口・面積・公共施設延べ床面積の比較 

自治体名 
人口 

（人） 

行政面積 

（ha） 

可住地面積 

（ha） 

可住地 

人口密度 

（人/ha） 

公共施設 

延べ床面積 

（㎡） 

1人あたり公

共 施 設 面 積

（㎡/人） 

釧路市 178,451 136,275 29,297 6.09 1,122,186 6.29 

苫小牧市 173,192 56,150 19,686 8.80 989,117 5.71 

帯広市 168,007 61,894 38,180 4.40 745,706 4.44 

小樽市 125,982 24,330 7,976 15.80 632,119 5.02 

北見市 122,276 142,756 42,066 2.91 860,776 7.04 

江別市 119,847 18,757 16,825 7.12 353,673 2.95 

資料：（人口）北海道総合政策部「住民基本台帳人口（平成 26 年 3 月 31 日現在）」 

（面積）総務省統計局「地域別統計データベース（平成 24 年値）」 

（公有財産の建物延べ床）総務省「公共施設状況調査（平成 24 年度）」 

 

図 2-7 道内市別の公共施設の延べ床面積と人口（札幌市を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（公有財産の建物延べ床）総務省「公共施設状況調査（平成 24 年度）」 

（人口）北海道総合政策部「住民基本台帳人口（平成 26 年 3 月 31 日現在）」 
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2-3-3 老朽化対応の必要性 

築年別に建物の保有状況を見ると、1980 年（昭和 55 年）前後に整備された施設が多くな

っています。これらの施設は建築後 30年以上が経過しており、老朽化による大規模修繕や建

替えにより、今後、多くのコストを必要とすることが予想されます。 

将来的な財政規模縮小が見込まれるなか、公共施設量を現状のまま維持し、更新・改修や

維持管理に多額の費用を負担しつづけることは困難と考えられます。 

 

図 2-8 公共施設の築年別延べ床面積 
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2-3-4 公共施設のライフサイクルコストの見通し 

 

(1) ライフサイクルコスト（LCC）シミュレーションの考え方 

本市の公共建築物を既存のまま維持する場合に必要となる将来の建替・改修・修繕費

用を試算します。推計にあたり、建替・改修・修繕の定義は以下のとおりとします。将来

LCC シミュレーションでは、下記の建替・改修・修繕を設定した周期ごとに実施すると仮

定して、費用を算出します。 

表 2-3 建替・改修・修繕の定義 

メニュー 定義 

建替 新たな施設に建替える。 

改修 部材・部品の交換を必要とするものを指し、大規模改修などが該当する。 

修繕 
比較的軽微な工事。屋根や壁の塗り替え、設備のオーバーホールなど、部材・

部品の交換を必要としないものを指す。 

 

(2) 対象施設 

本推計の対象施設は北見市の全公共建築物を対象とします。 

 

(3) ライフサイクルコスト（LCC）シミュレーションの条件設定 

標準的な条件に基づくシミュレーション（シナリオ１）を検討の出発点とし、続いて

建物を最大限長く供用した場合（「長期供用化」）のシナリオ（シナリオ２）も設定し、将

来のライフサイクルコストを把握します。ただし、シナリオ２は耐用年数を長く設定する

ため、やや現実的ではないシナリオとなっています。 

【周期設定】 

日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」によれば、鉄筋コンクリート造の

主要な建物の目標耐用年数は 50～80年とされています。 

そこでシナリオ１では、非木造建築の標準的な建替周期は 60 年とし、木造建築は 30

年と設定します。 

各建物を最大限長く供用した「長期供用化」のシナリオ２では、耐用年数を標準より

長く設定し、非木造建築の建替周期は 80年とし、木造建築は 40年と設定します。 

改修周期はシナリオ１と２ともに建替周期の半分、修繕周期は改修周期の半分としま

すが、木造建築については修繕無しとします。 
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図 2-9 周期設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-4 シナリオ１の周期設定（標準周期） 

メニュー 
周期 

考え方 
（非木造） （木造） 

建替 60 年 30 年 
建物の標準的な耐用年数として非木造 60年、木造 30年と

設定。 

改修 30 年 15 年 建替周期の中間で一回大規模改修を行うものと設定。 

修繕 15 年 － 改修周期の中間で一回軽微な工事を行うものと設定。 

 

表 2-5 シナリオ２の周期設定（長期供用化） 

メニュー 
周期 

考え方 
（非木造） （木造） 

建替 80 年 40 年 
長期供用化を図ることで耐用年数を延ばし、非木造 80年、

木造 40年と設定。 

改修 40 年 20 年 建替周期の中間で一回大規模改修を行うものと設定。 

修繕 20 年 － 改修周期の中間で一回軽微な工事を行うものと設定。 

 

【単価設定】 

建替単価はシナリオ１と２共通で、非木造建築 30 万円/㎡、木造建築 15 万円/㎡とし

ます。改修・修繕単価は、部位ごとに個別に設定し、各部位・設備の数量は、施設用途、

延べ床面積、階数から推計しています。 
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(4) シミュレーション結果 

【シナリオ１：標準周期でのライフサイクルコスト】  

シナリオ１でライフサイクルコストを算出すると、将来 50 年間では平均約 81.6 億円／

年、直近 10年間では平均約 49.6億円／年、直近 20年間では、約 59.3億円／年の費用が

かかると推計されています。 

費用が突出する年度では、250億円弱の費用がかかると推計されています。 

将来 50年間における年度あたり平均費用は、最近６箇年度の公共施設に係る普通建設事

業費の平均額（約 56.5億円）を上回る結果となっています。 

 

図 2-10 将来費用算出結果（シナリオ１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-6 将来費用算出結果（シナリオ１） 

期間 年度あたり平均費用 合計費用 

将来 10年間 約 49.6億円/年 約 496億円 

将来 20年間 約 59.3億円/年 約 1,186 億円 

将来 50年間 約 81.6億円/年 約 4,079 億円 
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【シナリオ２：長期供用化でのライフサイクルコスト】  

シナリオ２でライフサイクルコストを算出すると、将来 50 年間では平均約 63.2 億円／

年、直近 10年間では平均約 58.2億円／年、直近 20年間では、約 50.0億円／年の費用が

かかると算出されています。既存の施設を最大限長く供用することによって、シナリオ１

と比較して、将来 50 年間の平均費用で約 18.4 億円／年の費用を抑えることが可能である

ことがわかります。 

 

図 2-11 将来費用算出結果（シナリオ２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-7 将来費用算出結果（シナリオ２） 

期間 年度あたり平均費用 合計費用 

将来 10年間 約 58.2億円/年 約 582億円 

将来 20年間 約 50.0億円/年 約 1,000 億円 

将来 50年間 約 63.2億円/年 約 3,160 億円 

 

(5) 将来のライフサイクルコスト（まとめ） 

シナリオ１では、将来 50 年間の平均費用は年間約 81.6 億円が必要となります。また、

長期供用化を図ったシナリオ２では、年間約 63.2億円が必要となります。 

また、光熱費・人件費など公共施設の維持管理にかかった費用を調査した結果、年平均

約 83.8億円を市が負担しています。 

表 2-8 将来費用のまとめ 

分類 推計/実績 年度あたり平均費用 備考 

修繕・改修・建替

の費用 

シナリオ１ 約 81.6億円/年 
将来 50年間平均、全建物 

シナリオ２ 約 63.2億円/年 

維持管理費 実績 約 83.8億円/年 

過去３箇年平均、 

延べ床面積 100 ㎡以上の 

建物を保有する施設 
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2-4 インフラ施設の現状と課題 

2-4-1 道路の現状と課題 

(1) 道路の現状 

北見市の市道延長は 1,806㎞となっています。 

既存舗装道路の経年劣化等による損傷度が著しい路線が多くなってきていたことから、北

見市では平成 17 年度に路面調査を実施し、調査結果に基づき「舗装道改修計画」を作成し、

平成 22年度に計画改定を実施しています。 

この「舗装道改修計画」に基づき、オーバーレイなどの補修をはじめ改修工事を進めてい

ますが、市道の維持管理延長は年々増加しているなか、計画どおりの予算確保が困難である

ため路面性能が低下し、舗装道路の寿命を迎えている道路が多く存在しています。 
 

表 2-9 北見市の市道延長（実延長）   （単位：㎞） 

   自治区   

  北見 端野 常呂 留辺蘂 合計 

 一級 146  35  60  46  288  

道路 二級 137  49  55  64  305  

種別 その他 652  194  159  207  1,213  

 合計 935  279  275  317  1,806  

（平成 26 年度、道路管理課） 

(2) 道路のライフサイクルコスト 

財政の健全化と道路性能の維持に向けて、道路のライフサイクルコスト低減を図る必要性

があることから、低コストで効果的な工法を採用し計画的に改修を実施することとしていま

す。 

舗装道改修計画に基づきライフサイクルコストの縮減を図った場合、５ヶ年の事業費は約

17億円、年あたり約 3.4億円と見込まれます。 
 

表 2-10 道路の補修改修事業費          （単位：億円） 

  補修・改修せず 

舗装路盤打換えが必要と

なった場合 

舗装道改修計画に基づ

きライフサイクルコス

トの縮減を図った場合 

補修改修 

事業費 

表面処理（穴埋め補修） 33.3 1.5 

オーバーレイ 9.3 5.8 

舗装改修 15.7 9.8 

合計（H23～27の5ヶ年間） 58.4 17.1 

年あたり事業費 11.7 3.4 

資料：北見市舗装道改修計画（平成 22 年度） 

（参考）：用語の解説 

用 語 解  説 

オーバーレイ 

既存舗装の上に新しくアスファルトを舗装する工法。既存舗装の凹凸や損傷
が激しい場合は、表面を削り取った上で再舗装（切削オーバーレイ）を行い
ます。 
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2-4-2 橋梁の現状と課題 

(1) 橋梁の現状 

現在北見市が管理している道路橋梁は 534橋あり、全体の 55％にあたる 291橋がコンクリ

ート橋、24％にあたる 130橋が鋼橋、20％にあたる 109橋が BOXカルバート、残りの 4橋が

その他です。 

このうち建設後 50 年を経過する高齢化橋梁は 36 橋（7％）ありますが、10 年後には全体

の 28％にあたる 150橋、また 20年後には全体の 57％にあたる 307橋となり急速に高齢化橋

梁が増加します。 

図 2-12 建設後 50年経過橋梁数と割合（現状・将来見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：北見市（橋梁）長寿命化修繕計画 

(2) 橋梁のライフサイクルコスト 

「北見市（橋梁）長寿命化修繕計画」では 60年間を長期計画と位置づけ、修繕計画のシナ

リオをいくつか設定し、それぞれ 60年間のトータルコストを試算し、長期的に最も安くなる

シナリオにそって修繕を行っていくこととしています。 

下表のとおり、予防保全型のシナリオにおいて修繕費が最も安くなり、年平均の修繕費用

は約 3.4億円と見込まれます。 

表 2-11 シナリオ別の橋梁修繕費見通し 

シナリオ 内容 60 年間修繕費 年平均 

予防保全型 
損傷が顕在化する前に予防保全的

に対策を行う。 
約 204億円 約 3.4億円／年 

事後保全型 
損傷が顕在化した後、事後保全的に

対策を行う。 
約 224億円 約 3.7億円／年 

大規模補修 

・更新型 

修繕を全く行わず、使用できるだけ

使用し、大規模補修・更新を行う。 
約 768億円 約 12.8億円／年 

資料：北見市（橋梁）長寿命化修繕計画 

（参考）：用語の解説 

用 語 解  説 

BOX 
カルバート 

日本語では「箱型暗渠」「击渠」。四角い筒状の鉄筋コンクリート構造物を設
置して、筒の内部空間を道路や水路等としたもの。 
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2-4-3 上下水道の現状と課題 

(1) 上水道の現状 

現在、水道事業としては北見市北見地区及び北見市留辺蘂地区の 2 上水道事業と温根湯温

泉地区、滝の湯地区、瑞穂地区、常呂地区、緋牛内地区、協和地区の 6 簡易水道事業を経営

しています。 

北見自治区におきましては、昭和 27年から供給を開始し、各自治区についても順次供給を

開始し現在に至っています。水道管の耐用年数は概ね 40 年、構造物については 60年とされ

ていますが、創設期に建設された施設、管路が今も使用されているという状況があり、特に

危機管理の面からも基幹管路については早急な布設替が必要となっています。また、水需要

の増加と共に水道施設を増設してきたため古い施設と新しい施設が混在し、それらを接続す

るため複雑な配管となっており、維持管理が難しい状況にあります。 

 

(2) 下水道の現状 

下水道については、北見処理区、留辺蘂処理区、端野処理区、常呂処理区の 4 つの処理区

をもつ北見市公共下水道事業と栄浦地区の漁業集落排水設備整備事業を経営しています。 

北見処理区が昭和 38 年、留辺蘂処理区が平成元年、端野処理区と常呂処理区が平成 7 年

と順次供用を開始し現在に至っています。 

比較的耐用年数が短い処理場の機械や電気類については、適時更新を行ってきましたが、

耐用年数が 50 年である管渠やコンクリート構造物などの更新が今後増大していく状況にあ

ります。 
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第3章 公共施設等のマネジメント基本方針  

3-1 公共施設（建築物）のマネジメント基本方針 

以下の３つを、本市の公共施設（建築物）のマネジメントの基本方針とします。 

 

基本方針１：施設の再編や複合化により、公共施設の総量を削減します。 

基本方針２：適切な改修・補修で、公共施設に係るコストを平準化します。 

基本方針３：安全・安心な公共施設を市民に提供しつづけます。 

 

 

基本方針１：施設の再編や複合化により、公共施設の総量を削減します。 

人口減尐や尐子高齢化、市民のニーズやライフスタイルの変化に対応し、本来求められて

いた機能が時代に合わなくなった施設は整理統合して、施設の再編と圧縮を図り、「公共

施設の『量』から『質』への転換」を目指します。 

 

(1) 既存施設の使われ方の見直しによる総量削減 

総人口の減尐や人口構成の変化、市民の施設需要・ニーズの変化、市民ニーズや人口動向、

社会情勢などを総合的に勘案して施設の再編・圧縮に取り組み、施設総量の最適化を図りま

す。施設の再編と圧縮を進めることにより、公共施設の大規模改修や建替えに必要な財政負

担を軽減することができます。 

 

(2) 改築時の複合化・合築の検討 

施設の新築や増築を行う場合は、施設総量を増やすことなく、全体を調整しながら進めま

す。例えば、各々の施設を単独で建替え等を行うことは財政的に厳しいことから、施設の複

合化等により施設総量を抑え、維持管理コストを抑制するとともに、廃止施設の跡地を売却

するなどして財源確保に努めます。 
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基本方針２：適切な改修・補修で、公共施設に係るコストを平準化します。 

改修・更新（建替）に係る保全費用が公共施設の一生を通じて安価になるように、計画

的・予防的な工事を行うとともに、公共施設の長寿命化を計画的に実施していきます。 

 

(1) 改修時期の精査 

組織横断的な視点から、各年度に必要な改修・更新（建替）工事を決定していきます。各

年度の限られた予算内で、多くの公共施設の質を確保していくためには、当該年度に本当に

その工事が必要なのか、最も優先すべき工事は何かについて精査していきます。 

 

(2) 公共施設の計画的・予防的な改修 

改修を計画的・予防的に行うことにより、劣化の進行を遅らせ、公共施設の質を確保する

とともに、突発的な改修費用の発生を抑え、公共施設に係るコストを平準化することが可能

になります。 

建築物は躯体（柱・梁など）と躯体を囲む内外装・設備に区分されますが、内外装・設備

は躯体より耐用年数が早く、耐用年数を迎えると建物機能低下をきたす可能性があります。

そこで公共施設の内外装・設備など部位毎に劣化状態を定期点検し、問題の早期発見に努め

ます。破損や機能低下が予見されるときは早めに改修を行うこと、公共施設の機能に重大な

影響を及ぼす部位は、あらかじめ定められた年数でたとえ機能低下がなくても改修を行うこ

との積み重ねによって、施設機能の低下を長期間抑えます。 

 

(3) 公共施設の長寿命化 

長寿命化を図ることで、施設の建替周期を延ばすことが可能になります。 

北見市では昭和 55年前後に整備された公共施設が多く、それら施設の建替えが一時期に集

中することが予想されます。 

計画的な長寿命化を実施することにより、更新（建替）にかかる費用の平準化を図ります。 
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基本方針３：安全・安心な公共施設を市民に提供しつづけます。 

公共施設は、良質な市民サービスを提供する拠点であり、その本来の目的に沿った機能

が常に確保されている必要があります。地震や風水害、雪害への備えを万全にして市民の

安全を確保していきます。 

 

(1) 施設機能の向上 

修繕・改修を計画的・予防的に行うことで、劣化の進行を遅らせて公共施設の質を確保し、

良質な市民サービスを提供します。 

また、施設の改修・更新（建替）の際には、多様化や高齢化など市民ニーズの変化に対応

した施設機能の向上について検討します。 

 

(2) 災害への備え 

公共施設の再編にあたっては、地震や風水害、雪害など災害発生時および災害復旧時にお

ける公共施設の役割を考慮して検討を進めます。 

 

(3) 供用廃止施設の活用・除却 

供用廃止施設については、民間への売却や施設の用途転用など、施設の有効活用の可能性

について検討します。 

また、今後とも利用見込みのない公共施設については、倒壊の危険性、近隣居住環境や周

辺景観への影響などから除却の優先順位を決定し、計画的に建物の除却を進めます。 
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3-2 インフラ施設のマネジメント基本方針 

3-2-1 道路 

計画的な道路の改修・維持管理により、安全で安心な道路機能の確保と構造物のライフサ

イクルコストの縮減を図ります。 

【定期点検とデータの蓄積】 

道路施設を定期的に点検し、損傷程度および対策の必要性などを評価します。点検結果、

補修履歴などのデータを道路台帳に蓄積することで、計画的な改修・維持管理の検討材料と

します。 

【長寿命化】 

定期的な点検により早期に道路施設の損傷を発見し、必要な対策を効果的に実施すること

で道路施設の長寿命化を図ります。 

 

3-2-2 橋梁 

従来の「事後的な修繕・架替え」から「予防的な修繕・架替え」への転換を図り、「橋梁の

高い安全性の確保」「道路ネットワークのサービス水準の維持」「維持補修費の縮減および平

準化」を目指します。 

【橋梁の健全度の把握】 

橋梁の損傷を早期に発見し、予防的かつ計画的に補修対応できるよう、「北海道市町村

橋梁点検マニュアル（案）」に基づき、５年に１度の頻度を基本に定期点検を行います。 

【日常的な維持管理】 

橋梁を良好な状態に保つため、パトロール・清掃などを実施します。 

【長寿命化】 

平成 24 年以降、これまでの損傷が発生してから対応する「事後保全型」から、劣化予

測により適切な修繕を行う「予防保全型」へ転換を図ってきており、常に安全性を確保し

ながら橋梁の長寿命化を図ります。 

【修繕・架け替えにかかわるコスト縮減】 

シミュレーションに基づき、長期的にコストが最も安くなるシナリオに沿って修繕を行

っていきます。計画的な管理により大きなコスト縮減が期待でき、また修繕時期を分散し

て修繕費の平準化を行っているため、財政負担の緩和に繋がります。 

修繕時期は交通量が多いなど重要度の高い路線（市街地）、第三者被害を及ぼす可能性

のある橋、橋長 100ｍ以上の橋梁など劣化状況に応じて優先的に行います。さらにこれら

の要素に加えて、橋梁の各部材の損傷状況と供用年数に応じ劣化予測を行い、総合的に判

断した上で決定します。 
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3-2-3 上下水道 

安全で快適な生活環境の確保を目指し、老朽化施設の計画的な更新・延命化や施設の統廃

合による事業の効率化により施設の再構築を行います。 

また、災害等に強い上下水道の確立にむけて、施設・管路の計画的な耐震化や応急給水拠

点の整備などを図ります。 

さらに、サービスの向上と経営基盤の強化に向けて、利用者ニーズを的確に把握するとと

もに、経営の健全化と効率化、人材の育成と活用に取り組みます。 

【更新にかかわるコスト縮減】 

更新にあたっては、今後の水需要の変化を見ながら、適正な規模で計画的に施設、管路

の更新を行います。 

資産の運用管理手法であるアセットマネジメントの導入を視野に入れながら、施設が機

能として健全であるかを詳細に判定し、ライフサイクルコストの最小化を図る「長寿命化

基本計画」を策定し、予防保全型の改築・更新手法の転換を目指します。 

【長寿命化】 

（水道） 

アセットマネジメントを利用した計画的な改築・更新を行うこととします。 

アセットマネジメント策定に向けたデータ収集、整理、精査を行い、中長期的な視点に

立った、技術的基盤に基づく計画的・効率的な水道施設の改築・更新や維持管理・運営、

改築・更新積立金等の資金確保などのアセットマネジメント手法に基づく方策を進めます。 

（下水道） 

長寿命化による計画的な改築・更新を行うため、各施設の情報のデータベース化及び「長

寿命化基本計画」を策定し、その計画に基づき改築・更新を行います。 

【耐震化】 

（水道） 

耐震診断の結果を受けて主要な基幹構造物については阪神淡路大震災クラスの地震(レ

ベル 2 地震動)にも耐えうる構造となるよう耐震補強、改築等を目指します。 

導水管、送水管、配水本管の基幹管路については優先的に耐震管路とし、他の管路につ

いても耐震管網として構築を目指します。 

（下水道） 

構造物については、下水道の機能が最低限確保できるよう、重要性と緊急性を考慮して

レベル 1、2 地震動それぞれで求められる能力が満たされているか計画的に耐震診断を行

い、改築・更新時期も合わせた耐震化計画を策定することで、より効率的な耐震化事業を

目指します。 

管路については地震が発生しても、「重要な幹線等」と「その他の管路」の区分に応じ

て、下水道の機能が最低限確保できるよう、重要性と緊急性を考慮し、より効率的な耐震

化事業を目指します。 

（参考）：用語の解説 

用 語 解  説 

レベル 1地震動 
レベル 2地震動 

マグニチュードを基本とした考え方であり、震度階級を目安にするとレベル
1が震度階級 5（弱）以上の地震、レベル 2が震度階級 7相当と考えられる。 
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3-3 公共施設のストック量の目標 

3-3-1 目標年次の設定 

目標年次については、計画期間（平成28年度から平成47年度）の最終年度である平成47年

度とします。 

 

3-3-2 公共施設量の目標設定の考え方 

(1) 人口減少・高齢化への対応 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、北見市の平成47年の総人口は約9万7千人

となり、平成27年に比べ減尐する見通しです。 

年齢階層別に見ると、老年人口については増加する見通しですが、年尐人口と生産年齢人

口は大幅に減尐する見通しです。 

施設を利用し、また財政を支える人口が大幅に減尐するなか、公共施設量も人口変化に見

合った削減が必要と考えられます。 

 

表 3-1 北見市の年齢階層別人口の見通し 

 年齢階層別人口  

 年尐人口 

（0～14歳） 

生産年齢人口 

（15～64歳） 

老年人口 

（65歳以上） 

総人口 

平成27年 13,459人 70,775人 37,123人 121,357人 

平成47年 7,993人 49,793人 39,560人 97,346人 

平成47年／平成27年 59.4% 70.4% 106.6% 80.2% 

資料：国立社会保障・人口問題研究所推計（平成 25 年 3 月推計）結果 

 

(2) 厳しい財政状況への対応 

短期の歳入見通しでは地方交付税や国・道支出金の減尐による歳入減が見込まれるうえ、

長期的には生産年齢人口の減尐による税収減が予想されます。 

歳出では、高齢化等を背景に扶助費が増加しており、将来的な財政規模縮小が見込まれる

なか公共施設の建設や維持に充当できる費用は減尐していくことが見込まれます。 

公共施設に係る普通建設事業費は事業によって大きく変動する傾向がありますが、過去６

年間の平均は約56.5億円です。一方、将来の施設の修繕更新費用は、現施設量のままであれ

ば年平均で約81.6億円と試算されました。 

厳しい財政見通しのなか、現在の公共施設量を維持することは困難と考えられます。 
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表 3-2 公共施設に係る普通建設事業費の推移 

年度 
平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

公共施設に係る 

普通建設事業費（億円） 
36.4 43.8 37.0 65.9 62.5 93.6 

上記の６年間平均（億円）   56.5   

資料：北見市決算統計 

 

表 3-3 将来費用算出結果（再掲） 

期間 年度あたり平均費用 合計費用 

将来 10年間 約 49.6億円/年 約 496億円 

将来 20年間 約 59.3億円/年 約 1,186 億円 

将来 50年間 約 81.6億円/年 約 4,079 億円 

注：建替周期を非木造建築 60 年、木造建築 30 年とするシナリオ１で算出した費用。 

 

(3) 類似自治体との比較 

人口１人あたりの公共施設保有面積を、北見市と同程度の人口規模（10～20万人）の他都

市と比較すると、北見市の値は7.04㎡/人と最も高い値となっています。 

北見市は広い市域に居住が分散しており、居住形態や利用ニーズに見合った施設規模や機

能など、施設のあり方を早急に検討していく必要があります。 

 

 

表 3-4 道内の人口10～20万人自治体との１人あたり公共施設床面積の比較 

自治体名 釧路市 苫小牧市 帯広市 小樽市 江別市 北見市 

１人あたり公共施設面積 6.29  5.71  4.44  5.02  2.95  
7.04  

上記５都市平均   4.88   

５都市平均／北見市 69.3％ 

 

 

3-3-3 目標設定 

以上の考え方を踏まえて「（仮称）北見市公共施設マネジメント基本計画」のなかで、施

設の品質や供給・財務の状況を踏まえて存続などの方向性を検討するなど、詳細な分析をも

とに設定していきます。 
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第4章 公共施設マネジメントの推進に向けて 

4-1 施設情報の一元管理と施設評価 

4-1-1 施設情報の一元化と課題の見える化 

現在、施設を所管する各部局がそれぞれ管理している情報（管理運営費、利用実績等）を

一元化し、施設評価や将来の修繕更新費算出など公共施設マネジメントを円滑に推進するた

めの機能を備えたシステム（公共施設マネジメント支援システム）を導入・運用します。 

それにより、施設の置かれている状況を正確かつ客観的に把握し、市民のニーズと施設の

提供サービスがマッチしているか、施設の劣化がどの程度進行しているか等の情報を見える

化・共有化し把握することができます。 

 

図 4-1 施設情報の収集一元化のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設所管部局

・施設の基本情報（建築年次・面積等）
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・収支情報（経費内訳・収入等）

公共施設マネジメント担当部局

情報共有

公共施設情報の一元管理システム保全計画
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4-1-2 施設評価の実施 

「北見市公共施設白書」により、一元化した情報を分析し、施設評価を行いました。 

老朽化した施設、用途や機能が同じ施設、利用が尐なくスペースが余っている施設などを

把握するため、ハード（品質）とソフト（供給・財務）の 2つの軸で施設を評価し、4つの

グループに分類します。その上で、現状維持、施設の状態改善、利用・運営方法の改善、施

設の存続可否など、今後の方向性を検討します。 

また、今後の方向性は、施設の種別ごとに行い、その結果を今後のマネジメント基本計画

に反映していきます。 

図 4-2 ポートフォリオ分析結果に基づく各施設の将来の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1 施設評価に用いる指標（例） 

指  標 指標の概要 

ハード 品質 老朽化率 築年数を耐用年数で割った値の各建物の面積加重平均値。 

ソフト 

供給 

利用率（貸部屋） 
当該施設の貸部屋の稼働状況を把握するための指標。 

（利用コマ数/年間利用可能コマ数） 

利用者数 

（利用件数・配膳数） 

何人の利用者があるのかを把握し、当該施設の使われ方の差異を確認するため

の指標。年間値と１日平均利用者数を把握。なお、火葬場は火葬件数、給食セ

ンターは配膳数を採用する。 

学校・幼稚園については児童生徒数・園児数を採用する。 

面積あたり１日平均利用

者数 

延べ床面積あたり何人の利用者があるのかを把握し、当該施設の使われ方の差

異を確認するための指標。 

児童生徒数あたり面積 
１人の児童生徒（または園児）あたりどの程度の施設面積があるのかを把握し、

当該施設の使われ方の差異を確認するための指標。 

利用者数あたり貸出冊数 
図書館の稼動状況を把握するための指標。 

蔵書数あたり貸出冊数 

入居率 公営住宅の利用状況を把握するための指標。 

財務 

市負担額 当該施設がどの程度市の財政負担となっているかを確認するための指標。 

面積あたり市負担額 当該施設の費用面からの運営状況を面積の観点から把握するための指標。 

利用者数あたり市負担額 当該施設の費用面からの運営状況を利用者数の観点から把握するための指標。 

面積あたりの施設に係る

市の支出額 
当該施設の施設維持に係る費用状況を把握するための指標。 

（参考）：用語の解説 

用 語 解  説 

ポートフォリオ
分析 

偏差値を算出し、二軸上のグラフに各要素の値をプロットし、要素間で相対
比較する分析手法。 

  

供給・財務
（ソフト）

供給・財務
（ソフト）

高

低

品質
（ハード）

品質
（ハード）

高低

品質（築年数・劣化度）
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ともに状態が良好な施設

品質（築年数・劣化度）が低く、
供給・財務（利用・収支）は良好な
施設

品質（築年数・劣化度）が良好で、
供給・財務（利用・収支）は低い
施設

品質（築年数・劣化度）
供給・財務（利用・収支）
ともに低い施設
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4-2 公共施設マネジメント基本計画の策定 

本方針に示した取り組みを実現するために、次年度以降、「施設用途ごとの将来の方向性」

及び「庁内推進体制の整備等の方針」「施設再配置の方針」等を取りまとめた公共施設マネジ

メント基本計画を策定します。劣化状況や利用状況等の経年的な変化に対応するため、施設

評価を含め、定期的に見直しを行います。 

 

図 4-3 今後の計画策定予定（イメージ） 
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4-3 公共施設マネジメントの推進体制づくり 

 

図 4-4 推進体制（イメージ） 
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